
厚生労働省 保険局医療課

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）の追加届出の手引き
【令和７年１月改定版】

ベースアップ評価料（Ⅰ）を算定している医療機関（診療所）向け説明資料



• ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出について

• ベースアップ評価料届出様式の記載方法

• 補足事項



• この資料は、すでに外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）又は歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）の施設基準届出を行っ

た医療機関（診療所）のうち、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）の施設基準

を満たした医療機関が、新たに外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）又は歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）を届け出る

場合の届出方法を説明したものです。

（以降は「外来・在宅ベースアップ評価料」「歯科外来・在宅ベースアップ評価料」をまとめて「ベースアップ評価料」と略します）

• ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額による給与の改善率の見込みが1.2%未満である場合に届出ができます。（詳細はp.4へ）

• 常勤換算２名以上の対象職員が勤務している医療機関は届出ができます。ただし、「基本診療料の施設基準等」 別表第六の二に

掲げる地域（医療資源の少ない地域）に所在する医療機関は、２名未満の場合でも届出ができます。

• ただし、美容医療など一部の自由診療等の収入（産科医療機関等における助産にかかる収入のうち、１件あたり50万円までの収

入は除かれます）の比率が20%以上の医療機関は、ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出はできません。

• また、入院患者を受け入れている医療機関はベースアップ評価料（Ⅱ）の届出はできません。入院患者を受け入れている医療機

関は入院ベースアップ評価料の届出を行ってください。ただし、入院患者を受け入れている医療機関のうち、直近３か月の１月

あたり平均延べ入院患者数が30人未満である場合には、ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出ができます。

この資料の目的
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ベースアップ評価料（Ⅱ）の主な施設基準

給与の改善率 ＝ ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額 ÷ 対象職員の給与総額

まだベースアップ評価料（Ⅰ）を届け出ていない医療機関は、まずベースアップ評価料（Ⅰ）の届出を検討してください。施設基準を満たしている場合には
ベースアップ評価料（Ⅰ）と（Ⅱ）を同時に届け出ることもできます。

※詳細は「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する取扱いについて」
（令和６年３月５日付保医発0305第６号）第106 を参照してください



• ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額による給与の改善率の見込みが1.2%未満である場合に届出ができます。

参考：「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する取扱いについて」（令和６年３月５日付保医発0305第６号）第106 １(3)

ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額による給与改善率

給与の改善率 ＝ ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額 ÷ 対象職員の給与総額

ベースアップ評価料の届出様式では、「様式96 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）」シート又は「（参考）賃金引き上げ計画
書作成のための計算シート」に「対象職員の給与総額」と「外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）等の算定回数・金額の見込
み」を記載することで、「給与の改善率」が様式上の計算式により算出されるようになっています。

対象職員の給与総額の記載欄

初診料・再診料・訪問診療料の

算定回数の記載欄

「様式96 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）」（抜粋）

給与の改善率が算出されます

この例では、給与の改善率が0.80%
（<1.2%）なので、ベースアップ評価
料（Ⅱ）を届け出ることができます

4



ベースアップ評価料（Ⅱ）により算定できる診療報酬点数

ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出ることにより、算定できる診療報酬点数は以下のとおりです。届出時に見

込まれるベースアップ評価料（Ⅰ）による賃金改善率に応じて、届出できる区分（１～８）が決まります。
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８点ベースアップ評価料（Ⅱ）１

16点ベースアップ評価料（Ⅱ）２

24点ベースアップ評価料（Ⅱ）３

32点ベースアップ評価料（Ⅱ）４

40点ベースアップ評価料（Ⅱ）５

48点ベースアップ評価料（Ⅱ）６

56点ベースアップ評価料（Ⅱ）７

64点ベースアップ評価料（Ⅱ）８

1点ベースアップ評価料（Ⅱ）１

2点ベースアップ評価料（Ⅱ）２

3点ベースアップ評価料（Ⅱ）３

4点ベースアップ評価料（Ⅱ）４

5点ベースアップ評価料（Ⅱ）５

6点ベースアップ評価料（Ⅱ）６

7点ベースアップ評価料（Ⅱ）７

8点ベースアップ評価料（Ⅱ）８

＋

＋

６点外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

10点歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

＋

２点
外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）
歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

イ 41点
ロ 10点

歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

イ 28点
ロ ７点

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

初診時

訪問診療時

※

再診時

又は

又は

※訪問診療を行う患者の居住形態により点数が異なります

イ 同一建物居住者等以外の場合 ロ イ以外の場合

ベースアップ評価料（Ⅱ）を届け出ている医療機関は、毎年３、６、９、12 月に届
け出ることができる区分に変更がないかの確認が必要です。区分が変更になる場合に
は、区分変更の届出を行ってください。



ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出るために記載が必要な書類

追加届出には「従来版届出様式」のExcelファイルを用います。

ベースアップ評価料特設ページ又は各地方厚生（支）局のウェブペー

ジから、従来版届出様式をダウンロードしてください。

届出様式のうち、記載が必要なのは、以下のシートです。

（１）別添２ 特掲診療料の施設基準に係る届出書

（２）様式95 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）

（３）様式96 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）

（４）（別添）賃金改善計画書（診療所用と歯科診療所用のいずれか一方）※
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※令和７年２月より前にベースアップ評価料（Ⅰ）を届け出ている医療機関については、ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出るにあたり、修正した賃
金改善計画書の提出は必須ではありません。（修正した賃金改善計画書を上記と併せて提出いただいても差し支えありません。）

ベースアップ評価料（Ⅱ）届出後に区分変更が生じた場合は、「別添２」「様式96」を記載し、届出を行ってください。

従来版届出様式

評価料（Ⅰ）専用様式では届出ができないので、注意してください

--- 中略 ---



• ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出について

• ベースアップ評価料届出様式の記載方法

• 補足事項



別添２の記載方法

医療機関や届出に係る基本情報を記載してください。

届出する区分（１～８）も忘れずに記載してください。

届出する区分は様式96の記載時に選択した区分を記載します。
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様式9 5の記載方法

該当する届出区分・項目に をして、「対象職員（常勤換算）数」を記載します。

届出する区分に を入れてください。

両方を届け出る場合には両方に をします。

9

該当するものに を入れてください。

両方に該当する場合には両方に をします。

ベースアップ評価料による賃金改善の対象職員数を常勤換算

方式で記載します。



様式9 6の記載方法①

「対象職員数」と「給与総額」（対象となる12か月分の平均）などを記載します。

いずれか、もしくは両方にチェックをしてください

３月から５月に届出する場合 → 「３月」にチェック

６月から８月に届出する場合 → 「６月」にチェック

９月から11月に届出する場合 → 「９月」にチェック

12月から２月に届出する場合 → 「12月」にチェック

該当する場合のみチェックしてください

該当するかを必ず確認してください

（該当しない場合には、「算定不可」となります）

※の記載事項をよく読んだ上で「対象職員の給与総額」を記

載してください

緑色のセルは自動的に入力されます
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様式9 6の記載方法②

初再診料・訪問診療料の「算定回数」 （対象となる３か月分の平均） を記載します。

医事会計システム（レセプトコンピュータ）等のデータから、

過去の初診料等・再診料等・訪問診療料の算定回数の実績を

集計して、記載します。

緑色のセルは自動的に入力されます

上で記載した【対象期間の１月当たりの平均回数（実績）】

から、１月あたりのベースアップ評価料（Ⅰ）により算定さ

れる点数の見込みが算出されます。

給与の改善率は、ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定金額÷対

象職員の給与総額で計算されます。この値が1.2%未満の場合

にのみ、ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出ができます。
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様式9 6の記載方法③

算定が可能となる区分の中から、届出する区分を選択します。

届出する区分を選択します。
（背景がグレーになっている区分は選択しないでください）

新規届出時は関係がない項目です

【Ｂ】に基づいて判定された区分が表示されます。以下の場

合には「算定不可」と表示され、届出はできません。

• 対象職員数の要件を満たしていない場合

• 社会保険診療等に係る収入の要件を満たしていない場合

• 「給与の改善率」が1.2%以上の場合

届出可能な区分の判定に必要な数値が算出されます。
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区分の数字が大きいほど、算定金額が大きくなります。
賃金改善金額を大きくしたい場合は、選択可能な区分
の中で一番数字が大きい区分を選択しましょう。



賃金改善計画書の作成に係るポイント

• 賃金改善の見込み額については、ベースアップ評価料（Ⅰ）の届出の際に設定した賃金改善の部分も含めてく
ださい。ただし、賃金改善計画書に記載した賃金改善実施期間の分のみが含まれます。

例：対象職員２人に対して、６月にベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届け出る際に3,000円／人（2人合計6,000円）の賃金改善（ベア等）

を実施し、10月にベースアップ（Ⅱ）を追加で届け出る際に2,250円／人（2人合計4,500円）の追加の賃金改善（ベア等）を実施する

場合（定期昇給はなし。６月・12月が賞与支給月）

３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月

10,50010,50010,50010,50010,50010,5006,0006,0006,0006,000基本給等

12,25012,25012,25022,75012,25012,2507,0007,0007,00013,000給与総額
※

追加の賃金改善開始

※ベア等に伴う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分等を含む）等の増加分を含めた金額

(3,000+2,250)円×2人=10,500円

②

①
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①の10,500円は、賃金改善計画書の「（18）うち、ベア等実施額」に対応（p.16参照）

②の合計84,000円は、賃金改善計画書の「（８）全体の賃金改善額」の対象職員分に対応（p.15参照）

3,000円×2人=6,000円

賃金改善
（ベア等）

金額



賃金改善計画書の記載方法① （ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出る場合）

医科・歯科併設医療機関であっても「（別添）計画書（無床診療所及びⅡを算定する有床診療所）」「（別

添）計画書（歯科診療所及びⅡを算定する有床診療所）」のどちらか一方を記載してください。

来年度の計画も同じ賃金改善率にする場合や未定の場合は

「一律の引上げ」を選択
（ベースアップ評価料による収入を繰り越したり、その他の自己資金を

用いるなどして、来年度賃金改善率を上げる予定の場合は「段階的な引

上げ」を選択します。）

開始月：ベースアップ評価料（Ⅱ）の算定を開始する月

終了月：当該年度末（３月）

開始月：ベースアップ評価料（Ⅱ）の算定を開始する月

終了月：当該年度末（３月）

忘れずにチェックしてください

14



賃金改善計画書の記載方法② （ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出る場合）

賃金改善計画書の（２）で記載した賃金改善実施期間全体の賃金改善見込み額を記載します。→p.13参照

様式96に記載した算定回

数により算出されます

繰越がある場合に記載

※の部分をよく読んだ上で、

（２）で記載した賃金改善

実施期間全体の賃金改善の

見込み額を記載しますが、

ベースアップ評価料（Ⅰ）

の届出時に賃金を引き上げ

た分も含めてください。

（10）～（12）について、

該当がないものは「0」で

大丈夫です。

（８）の金額が（９）～

（12）の合計金額と一致

するようにしてください。
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【重要！】
対象職員以外の賃金改善を実施する場合には、 Ⅲ－２ の（８）及び（10）～（12）には、
その分を含めた金額を記載してください。



【重要！】
ここは（２）で記載した賃金改善実施期間の開始月の１ヵ月の金額を記載する項目ですが、
（14）はベースアップ評価料（Ⅰ）の届出時に賃金を引き上げた分を除いた金額、
（15）はベースアップ評価料（Ⅰ）の届出時に賃金を引き上げた分を加えた金額、を記載してください。

（17）定期昇給相当分は、賃金改善実施期間開始月に定期昇給を実施した場合のみ、その相当分を記載します。
（18）ベア等実施分は、上の（９）（10）で記載した金額をもとに、開始月の基本給部分の金額を記載します。
（17）と（18）の合計が（15）ー（14）で計算される（16）の数字と一致するようにしてください。

例えば、対象職員２人に対して、６月にベースアップ評価料（Ⅰ）のみを届け出る際に3,000円／人のベースアップを実施し、10月
にベースアップ（Ⅱ）を追加で届け出る際に2,250円／人の追加ベースアップを実施する場合、（18）の金額は、（3,000＋2,250）
円×２人＝10,500円となり、（16）の金額は（18）に（17）の定期昇給相当分を足した金額になります。

賃金改善計画書の記載方法③ （ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出る場合）

賃金改善実施期間の開始月の基本給等に係る賃金改善見込み額を記載します。→p.13参照
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賃金改善計画書の記載方法④ （ベースアップ評価料（Ⅱ）を追加で届け出る場合）

ベースアップ評価料対象外職種に関する事項、賃金引上げの方法等について記載します。
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上の対象職員（全体）の場

合と同様に、ベースアップ

評価料（Ⅰ）の届出時に賃
金を引き上げた分も含めて

ください。

該当がないものは「0」で

大丈夫です。

（23）の金額が（24）と

（25）の合計と、（30）

の金額が（31）と（32）

の合計と一致するようにし

てください。

該当するものにチェックし

てください

変更がある場合、変更点が

分かるように記載してくだ

さい

記載年月日と開設者名を記

載してください
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区分変更について

ベースアップ評価料（Ⅱ）を届け出ている医療機関は、３・６・９・12月に届出区分の見直しを行う必要があります。

19

ベースアップ評価料（Ⅱ）の届出を行い、算定を開始した場合には、毎年３、６、９、12月に様式96を用いて、

前回届出時点から届出区分に変更がないかを確認します。変更が生じる場合には、新しい変更後の新しい区分で

再度届出を行ってください。ただし、様式96の記載時において、以下の４つのチェック項目全てに がある場

合、区分変更の届出は不要です。

（１）別添２ 特掲診療料の施設基準に係る届出書

（２）様式96 外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）

ベースアップ評価料（Ⅱ）の区分変更の届出の際に記載が必要なシート



賃金改善実績報告書について

ベースアップ評価料を届け出ている医療機関は、翌年度の８月に賃金改善実績報告書を作成する必要があります。
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• ベースアップ評価料の算定実績および賃金改善の実
績額については、ベースアップ評価料（Ⅰ）の算定

開始月から当該年度末（３月）までの状況を報告し

ていただきます。毎月のベースアップ評価料の算定

回数や給与の支給実績の記録はしっかり残していた

だきますよう、お願いいたします。

• 賃金改善実績報告書の記載方法等の詳細は、今後厚

生労働省から発出される事務連絡や説明資料をご覧

ください。

▲賃金改善実績報告書の記載例


